
令和元年度　下野市行政評価市民評価　ヒアリング資料

補助団体 コミュニティ推進協議会

新規・継続 市裁量の有無 裁量ありソフト事業継続 事業の種類

重点事業区分市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり

協働のまちづくりの体制づくり

まちづくり活動の推進
―

事業区分

根拠法令
等

市コミュニティセンター条例・規則、市コミュニティ推進事業補助金交付要綱

類型
区分

Ⅱ（継続的
推進）

総合計画
での位置
付け

施策

6

1

1

平成３０年度 令和元年度

○

廃止

○

効率性

いくつかのコミュニティセンターについて、指定管理者制度を導入し、地域住民で構成
されているコミュニティ推進協議会によって管理されています。指定管理者制度導入後
も、継続して円滑な管理運営が行われています。そのような地域の活力を活用すること
で、コミュニティセンターの運営の効率を高めるとともに、市民が主役のまちづくりを
推進することにも繋げています。
以上のことから、効率性をＢとしました。

３
以上

１
以上

なし

ソフト事業（要件：６項目）
補助金等の積極的な活用で最大の
成果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業
規模である

他事業との重複がない

同種・同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

受益機会・費用負担割合等が公平公正であり適正である

事務事業名 総合政策部コミュニティセンター運営事業 市民協働推進課

事業目的

コミュニティ支援については、自治基本条例において公益性・公平性に配慮し、その自主
性・自立性を損なうことのないよう支援するものとされている。そのため、本事業を実施し、
各地区のコミュニティ活動の振興を図る。

所管部課 事業推進方針判断に際しての３つの視点

事業概要

各コミュニティ推進協議会運営費、国分寺地区コミュニティ盆踊り・花火大会の開催経費、
石橋地区おみこし広場の開催経費に補助金を交付する。
また、コミュニティセンターを維持管理し、適宜修繕する。

事

業

内

容
過年度実績

　　・市直営コミュニティセンター６施設の運営
　　　　　利用件数：１，４６６件　　利用人数：　２１，２２６人
　　・指定管理のコミュニティセンターの改修
　　・コミュニティ推進協議会１１団体への補助（事業費の約２０％）
　　・国分寺地区コミュニティ盆踊り＆花火大会及び石橋地区おみこし広場の開催費補助
　　・石北地区コミュニティ推進協議会備品購入費への宝くじ助成（１００％宝くじ収益より）

実施内容の詳細
　　・国分寺地区内の市直営コミュニティセンター６施設の維持管理
　　・指定管理によるコミュニティセンターの改修（小規模改修を除く）
　　・国分寺地区盆踊り＆花火大会及び石橋地区おみこし広場への開催費補助

今後の展開
　　・コミュニティセンターを適宜改修する。また、コミュニティ推進協議会への補助を継続する。
他事業との連携

　　・コミュニティ推進協議会及びコミュニティセンターは地域活動の拠点であり、福祉、防犯、
　 　防災等様々な分野との連携を図る。
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財
源

事
業
費
内
訳

国県支出金
０千円

地方債・その他
３７８千円

一般財源
１３，６７９千円

年
度
別

令和２年度

全て

１
以上

なし

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

要件（３項目）

事務事業
番号

13

市民サービスの維持・向上に寄与する

現総合計画前期基本計画では、基本施策６－１「協働のまちづくりの体制づくり」、施
策１「まちづくり活動の推進」に明確に位置づけられています。
地域の発展において、行政主体だけでなく、市民との協働による推進が重要となりつつ
あり、これまで以上に、地域住民主体による自主的な地域活動、地域づくりが求められ
ています。地域住民が様々な活動に取り組むことができるコミュニティセンターの適切
な管理、改修等を行うことは、市民とともに築く地域の発展のためにも必要性が高いと
考えます。
以上のことから、必要性をＡとしました。

必要性

公共関与の妥当性がある
社会経済情勢の変化や市民ニーズ等に適合する

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

○

Ｃ

○

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｂ

対
象
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（
令
和
２

）

・コミュニティセンター改修　１０，３００千円
・コミュニティ推進協議会運営費補助　１，２７８千円
・国分寺地区盆踊り＆花火大会開催費補助　８００千円
・石橋地区おみこし広場開催費補助　１３０千円
・市直営コミュニティセンター維持管理費　１，５４９千円

有効性

Ａ

事
業
計
画

事
業
費

９，６０７千円 ２０，０７７千円 １１，１７１千円 １４，０５７千円 ９，２５７千円

・各コミュニティ推
進協議会補助11
件　　・イベント補
助2件　　・コミュニ
ティセンター維持
管理16か所

・各コミュニティ推
進協議会補助11
件　　・イベント補
助2件　　・コミュニ
ティセンター維持
管理16か所

・各コミュニティ推
進協議会補助11
件　　・イベント補
助2件　　・コミュニ
ティセンター維持
管理16か所

・各コミュニティ推
進協議会補助11
件　　・イベント補
助2件　　・コミュニ
ティセンター維持
管理16か所

・各コミュニティ推
進協議会補助11
件　　・イベント補
助2件　　・コミュニ
ティセンター維持
管理16か所

本事業では、コミュニティセンターの維持管理を行うことで、市民が活動しやすい環境
づくりを整えるだけでなく、地元イベント等の補助を行うことで、継続的に活動を続け
られるような支援体制を整えています。
また、コミュニティセンターは地域活動の拠点として、福祉や防犯、防災等の役割も担
うことから、市民の安全な生活という観点からも有効性があると思われます。
以上のことから、有効性をＡとしました。

要件（３項目）

令和３年度平成２９年度

Ａ

継続実施

見直し実施

ハード事業（要件：３項目）

持続可能なまちづくりに寄与し、地方創生の推進等につながる

全て

総合評価

Ｂ

Ｃ

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性がある

総合計画の上位施策の目標達成に貢献し、意図する結果につな
がる

事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法
を見直す

市民(団体）協働や連携により事業を実施する

管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である

１
以上

なし




